
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 日本を護る会

1 事業の成果
今年度は新型コロナウィルスによる影響をうけながらも、然るべき対策を講じてできる範囲での活動

を行うこととなった。様々な分野に精通する有識者の方々をお招きし、日本の歴史や文化、世界情勢を

ふまえた日本の置かれた立場などについて有益な講演を行なっていただくなど、会員・非会員問わず多

くの学びの機会や議論の場を設けることができた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 51&3 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

日本伝統文

化の教育・

研究事業

(講演会

等 )

定時総会時の講演会
「日英同盟復活とインド太平

洋時代の幕開け」

講師 :

氏

令和 3年 9
月 18 日
(土 )

銀座 カフ
ェ・ジュリ
エ

8人 25人 25人

303.2

第 92回定例会
「国際連合の虚と実」

講師 : 氏

令和 3年
10月 16日

(土 )

銀座 カフ

ェ 。ジュリ
エ

8人 30人 30人

第 93回定例会
「ブルガリアとはこんな国―

日本とブルガリア両国の発展

のために一」

講師

氏

令和 3年
12月 15日

(水 )

銀座 サ ロ

ン・ ド・ジ

ュリエ

8人 20人 20人

第 94回定例会
「令和日本の独立運動―歴と

した独立国にならなければ何

事も始まらない !」

講師

氏

令和 4年 4
月 2日

(土 )

銀座 サロ

ン・ ド・ジ

ュリエ

7人 22人 22人

第 95回定例会
「逆方向から見た台湾問題」

講師 :

氏

令和 4年 5
月 21日

(土 )

銀座 カフ
ェ・ジュリ
エ

7人 25人 25人



第 96回定例会
「ベネズエラについて今知っ

ておくべきこと」

講師

氏

令和 4年 6

月 15日

(水 )

同上 7人 29人 29人

15人8人 15人
令和 3年
11月 20日

(土 )

領土・主権

展示館

第 36回研修会
「尖閣列島、竹島問題、北方

領土の領土・主権に関する研

修」

21人

34. 1

7人 21人
令和 4年 1

月 8日

(土 )

東郷神社

の
＜
等

跡
業
会

史
事

究
修
研
研
＞

第 37回研修会
「東郷神社に関する研修」

23人
銀座 カフ
ェ・ジュリ

エ

8人 23人第 92回定例会講師と参加者と
の交流会

令和 3年
10月 16日

(土 )

18人 18人
令和 3年
12月 15日

(水 )

ン・ ド

ュリエ

銀座 口

いン

サ

・ 8人第 93固定例会講師と参加者と

の交流会

19人 19人
令和 4年 4

月 2日

(土 )

銀座 サロ

ン・ ド・ジ

ュリエ

7人第 94回定例会講師と参加者と
の交流会

7人 19人 19人
令和 4年 5
月 21日

(土 )

銀座 サロ

ン・ ド・ジ

ュリエ

第 95回定例会講師と参加者と
の交流会

銀座 サロ

ン・ ド・ジ

ュリエ

7人 22人 22人

我が国の歴

史の普及啓

発事業

(交流会

等)

第 96回定例会講師と参加者と
の交流会

令和 4年 6

月 15日

(水 )

事務所等 9人
60人程

度

60人程

度

日本を護る会レポート (第 42

号)の発行
令和 3年 9

月

令和 3年
12月

事務所等 9人
60人程

度

60人程
度

25.2

我が国の歴

史の

普及啓発事

業 (機関誌

発行等 )
日本を護る会レポート (第 43

号)の発行



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業がム塾場合)
特定非営利活動法人 日本を護る会

11

116.000正会員受取会費
賛助会員受取会費

141.000受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

日本伝統文化等の講演会事業
研修事業
普及啓発事業 交流会

324.500
7,500
154.000

の の

受取利息

4

001

2

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

23

13 52

44

80

00

20

30

0

会議費
諸謝金
消耗品費
旅費交通費
事務用品費
通信運搬費
交際費
雑費

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

会議費
消耗品費
事務用品費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
支払手数料
租税公課
交際費
雑費

16.404
4.640
26.203
14.534
60.000
89. 136

3.380
600

0

6.000

739,223
当 期 経 常 増 減 額 A
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和3年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 日本を護る会

科 ロ田

【A】 資
~西~の~部

796

576
0

現金預金
棚卸資産
その他流動資産

1 形

車両運搬具
什器備品

2
ソフトウェア
借地権

の3 の

敷金
長期貸付金

，

一

【A】 資 産 合 計 ①+② 367,372

1

，

一

+

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

B-2

雨
~~~百~丁~丁

丁 正
~~T爾

産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
|

367,372
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書式第 16号 (法第 28条

令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本を護る会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日一部改正 取0法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
(該 当なし)

(2)固定資産の減価償却の方法
(該 当なし)

(3)引 当金の計上基準
(該当なし)

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(該当なし)

(5)消費税等の会計処理
税込みでの処理を実施。

2.事 業別損益の状況

科 目 講演会事業 研修事業
普及啓発事業
(交流会 )

普及啓発事業
(機関紙 )

事業部門計 管理部門 合計

0

0

0

154,000

0

0

0

0

4,000

0

0

0

0

490.000
0

116,000
141,000

0

0

0

116,000
141,000

0

490,000

0

0

0

0

324.500

0

0

0

0

7, 500

0

324.500 7.500 154.000 4,000 490,000 257,000 747.000

230,600

132.252
844

96.000
46.480

0

0

0

0

820

0

0

0

11,330

0

16.404
0

4,640

26,203

89, 136

60,000

0

0

0

14.534
0

3,380

600

0

6.000

247.004

132.252

5,484

122.203

135.616
60,000

0

0

0

15.354

0

3,380
600

11, 330

6,000

117,000

132,252

24,000

10, 070

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

113.600

0

0

24,000

18.205
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

34. 070 155,805 25,204 518,326 220,897 739,223303.247
739.22334.070 155, 805 25.204 b18,326 220, 89イ303.247

-21.204 -28.326 35, 103 r. ′
``

-1,8Ub

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3_受取助成金等
4_事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2,その他経費
会議費

諸謝金

消耗品費

事務用品費

旅費交通費

地代家賃

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費
通信運搬費

業務委託費

支払手数料

租税公課

交際費

雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ■■■盟■狙田口■■И製菫■

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円 )

)



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

5.固 定資産の増減内訳
単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
(単 円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法

(該 当なし)
その他の事業に係る資産の状況

(該 当なし)

期末帳簿価額減少 期末取得価額 減価償却累計額科 目 期首取得価額 取得

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期借入 当期返済 期末残高科 目 期首残高

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近親者及
び支配法人と
の取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本を護る会

336,796

30.576

0

7 7

30 576

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行普通預金①
ゆうちょ銀行普通預金②
ゆうちょ銀行振替口座
三井住友銀行普通預金

55.094
126,368

0

24

155,310

未収金
前渡金

棚卸資産
販売用寄附物品

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

借地権

長期貸付金

1

2

0

の3
敷金

①+② 367.372【A】 資 産 合 計
の  部

菫動負債

未払金

預 り金

・ ・ ・ 0

長期借入金

退職給付引当金

-1

ヨ色薔合計 ・ ④

【B-1】 負 ③+④債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 367,372

ヨ■ロ ロ■囲     組■
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記職した名簿 )

特定非営利活動法人 日本を護る会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

イ月・   々
1又  イコ

どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

l
理事 監事

オオハシタケオ

大橋 武郎

令和 3年 7月 1日

令和 4年 6月 30日

年 月

月

日

日年

2 監事

カヤバヒロユキ

萱場 浩之

令和 3年 7月 1日

令和 4年 6月 30日

年1   月   日

年  月  日

3 監事理事

モチヅキヤスオ

望月靖夫

令和 3年 7月 1日

令和 4年 6月 30日

年 月

月

日

日年

4 理事 監事

アラケンイチ

阿羅 健一

令和 3年 7月 1日

令和 4年 6月 30日

年  月  日

年   月   日

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年1   月   日

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月

7 理事・監事

年   月   日

年   月    日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年   月

年   月

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年  月  日

年   月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 本を護る

氏   名

1 橋武郎

2 萱場浩之

3 望月靖夫

4 大橋勇郎

5 小室容子

6 八角絵梨

7 平松明子

8 向井孝夫

9 矢島寛三

10 久貴光

11

12


